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目は「中国の止まらないエネルギー消費と環境問題」（Steady increase of energy 
consumption and environmental troubles in China）、「日本のエネルギー政策の現状と展
望」（Now and future of energy policies of Japan）、「中国の風力エネルギー政策」（Wind 
power policy in China）である。 
三本のレポートは一見してそれぞれに分けているが、実際にその中では繋がりがあっ
て、概要としては、まとめて紹介したいと思っている。 












下の降水が酸性雨と定義されるが、1991-1995 年四川省の年平均ＰＨが 4.69 であって、総
雨量の約 55%が酸性雨であった（四川省酸性雨プロジェクト概要）。1996-2000 年になっ
て、年平均 PH があまり変わらないが、総雨量の約 41%が酸性雨であった（四川省酸性雨
プロジェクト概要）。ここまでは一見して、酸性雨の状況は改善されたのではないかと思



























 日本のエネルギー政策としては、「エネルギー基本計画」があって、そして平成 22 年




させる。これらにより、自主エネルギー比率を約 70%（現状約 38%）とする。 
 Ⅱ．電源構成に占めるゼロ・エミッション電源（原子力及び再生可能エネルギー由来）
の比率を約 70%（2020 年には約 50%以上）とする。（現状 34%） 




 そして、2030 までの目標を実現するための一つの手段は、原子力であった。 
 「エネルギー基本計画」の中で書いてあるように、「まず、2020 年までに、9 基の原子
力発電所の新増設を行うとともに、設備利用率約 85%を目指す（現状：54 基稼働、設備
利用率：（2008 年度）約 60%、（1998 年度）約 84%）。さらに、2030 年までに、少なく
とも 14 基以上の原子力発電所の新増設を行うとともに、設備利用率約 90%を目指してい
く。これらの実現により、水力等に加え、原子力を含むゼロ・エミッション電源比率を、
2020 年までに 50%以上、2030 年までに約 70%とすることを目指す。」と、原子力発電を
どんどん推進していく方針である。 


















しかし、2011 年 3 月 11 日に福島原発事故があった。とはいえ、東京新聞（2011．10．
20）の取材によると、「電源開発の大間（青森県）、日本原子力発電の敦賀 3、4 号機
（福井県）、中国電力の島根 3 号機（島根県）と上関 1、2 号機（山口県）、九州電力の
川内（せんだい）3 号機（鹿児島県）の七基について計画通り進めるとの回答だった。 
このうち、島根原発３号機は運転開始時期を従来の「2012 年 3 月」から「未定」に変
えた。 











実現と拡大を重視して、2005 年 2 月に「再生可能エネルギー法」を制定した。また、
2006 年 3 月に策定した「第 11 次 5 ヵ年計画」（2006－2010 年）の中でも再生可能エネル
ギーの促進を目標として掲げ、再生可能エネルギーに関する基本方針が示された。   
さらに、2007 年 9 月に「再生可能エネルギー中長期発展計画」を発表した。その中で、
風力エネルギーの開発に関して、2010 までには 500 万 kW、2020 年までには 3000 万 kW
という目標が制定された。しかし、2008 年 3 月に発表した「再生可能エネルギー発展 11
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次 5 ヵ年計画」 によると、風力発電の導入目標が「再生可能エネルギー中長期発展計
画」の中の 2010 までの 500 万ｋW から 1000 万 kW と、上方修正された。その原因として
は、2006 年 1 月より施行された「再生エネルギー法」によって、中国の風力事業が予想
よりも、発展の早さの凄まじかったからである。  
上述のような政府からの後押しを受けて、中国の企業も風力発電事業において、凄ま
じい成長を遂げている。2010 年末の世界的風力発電の累計導入量は 194,4GW に達し、前
年に比べて 22%増加した。2010 年末時点での累計導入量は、新規設備への投資額も 2274
億ユーロに達した。その中に特にアジアの伸びが顕著で、筆頭の中国での導入量は 42GW
に達している。 
先述べたような元々2010 年で達成すべき目標は、すでに 2008 年に達成しており、それ
以降には、風力発電機の生産過剰の傾向が大きい。 
一方、中国資源総合利用協会再生可能エネルギー専門委員会等がまとめた「中国風電
発展報告 2010」は、2020 年と 2030 年における風力発電設備容量を、保守的な予測ではそ
れぞれ 1 億 5000 万ｋW、2 億 5000 万ｋW、楽観的な予測ではそれぞれ 2 億ｋW、3 億ｋ
W、また大胆な予測ではそれぞれ 2 億 3000 万ｋW、3 億ｋW に達すると見込んだ 
また、風力発電機メーカー市場のシェアは 2009 年時点でデンマークの Vestas 社が 12．
5%で 1 位、米国の GE 社が 12.4%で 2 位、以下中国の Sinovel が 9.2%、ドイツの Enercon
が 8.5%、中国の Goldwind が 7.2%、スペインの Gamesa が 6.7%と続いている。その中に、






分の１〜3 分の 1 まで抑えることに成功となった。 
結局、こういう素晴らしい技術、製品は日本で発明されたが、生産コストが高いこと
や電力の供給が不安定などの理由で、日本での導入はほとんど進んでいなかった。しかし、
コストを削減するために、中国で生産して、また日本に持ってくる可能性もある。 
従って、日本では、東日本大震災後、すこしでもエネルギー自給率をあげ、自然エネ
ルギー（風力）に力を入れるべきである。 
 
 
 
 
 
